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氏　　　名　　東京通信ネットワーク株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　いわさき　　　　かつみ

代表取締役社長　　岩　崎　　克　己　

電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続規則第２条の規定により、１２年１０月２０日付け郵通議第３１３３号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

（別紙）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１２年１１月６日
東京通信ネットワーク株式会社

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の

指定電気通信設備に関する接続約款の変更案に対する意見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　このたびの東西ＮＴＴの接続約款変更案につきまして、広く意見を聴取していただき誠にありがとうございます。弊社の意見を以下に述べさせていただきますので、よろしくお取り計らい下さいますようお願い申しあげます。
1． 標準的期間について

（1） 相互接続点の調査

第10条の3（相互接続点の調査）第5項

当社は、（中略）特別の事情が無い限りは、１ヶ月半以内にその通信用建物内に相互接続点を設置することができる旨の回答を行います。（略）

本項で規定される相互接続点の調査に係る期間は、従来どおりとなっています。

しかしながら、本件については「コロケーション条件の整備に係る電気通信事業法施行規則の一部改正に係る電通審答申」（H12.8.31付け報道資料）における、電通審の考え方では「短縮化への要望も強いことから、具体的な必要作業とその作業期間を明確にし、その短縮に努めるべきである」との指摘がなされておりますので、短縮化について前向きな検討を行うべきと考えます。

（２）指定事業者の工事に係る期間

指定事業者が工事を行う場合の標準的接続期間については、今回の接続約款変更申請では盛り込まれておらず、従来どおり①設備新設や改修が無い場合は６ヶ月以内、②その他の場合は１年以内（接続約款３８条）のままとなっています。

しかしながら、前述の電通審答申では次の考え方が示されていますので、東西ＮＴＴは答申を踏まえて工事期間の短縮化について前向きな検討を行うべきと考えます。

＜考え方３６＞

工事の標準的期間については、軽微な工事も軽微でない工事も一律に同じ期間を設定することは合理的とは言えない。従って、例えば局舎内のみの工事と局舎外に亘る工事との区別を行うなど、場合を区別して標準的な期間の設定を行うこと等により工事の標準的期間の実質的な短縮化が図られるべきである。

＜考え方３７＞

コロケーションの工事の期間については、現在かかっている期間の必要性について十分具体的な説明もなされておらず、期間がかかり過ぎているとの不満も多い。（中略）接続事業者の意向を十分に参考にしつつ、工事の標準的期間の実質的な短縮化が図られるべきである。

２　指定事業者が工事・保守を請け負う際の費用について

第２表の２（建設請負契約に基づく負担額）

建設請負契約において協定事業者が負担すべき額は、次に掲げる算出式により算定します。

建設請負契約に基づく負担額＝設計費＋請負工事費＋材料費＋付随するその他の費用

第３表（預かり保守等契約等に基づく負担額）

預かり保守等契約又はコロケーション・スペース利用契約において接続に必要な通信用建物の一定の面積を利用するときに協定事業者が負担すべき額は、次に掲げる算出式により算定します。（中略）

通信用建物に係る負担額＝設備保管料＋設備使用料＋設備保守料

指定事業者が工事・保守を行う場合の接続事業者の負担額は上記の規定がなされておりますが、電通審から省令改正に際して「接続事業者の負担の予想可能性を増す等の観点から、出きる限り個別具体的な内容を約款に規定すべきである」との指摘がなされています。

現在の接続約款変更案では、接続事業者は指定事業者との協議を経なければ、負担額の見込みも立てられません。つきましては、電通審の指摘を踏まえて、工事・保守の費用について標準的な作業内容と作業単金を明示することについて、前向きな検討を行うべきと考えます。

３　第３表「預かり保守等契約等に基づく負担額」における設備保守料について

設備保守料は、次の規定がなされています。

旧）（３）設備保管料は、装置の保守、立会等に係わる費用とし、設備保守費及び派遣を要した場合の派遣費とします。

新）（３）設備保守料は次の算出式により算定します。

設備保守料＝保守料（作業単金×作業時間）＋派遣料（電話約款基本工事費の加算額）＋その他の費用（測定器等の使用料相当）

従前まで、「派遣料」は必要な場合に限り費用負担を求められていましたが、今般の改正では約款相当の工事料を常に加算されることになっています。無人局の場合を除き、指定事業者の局舎内に設置される設備の保守に「派遣」自体不要と考えますので、本額は支払不要としていただきたいと考えます。

４　指定事業者の立会費について

料金表第２表２－１「手続費」（８）立会費

ア：イ以外の場合で１回毎、作業単金×立会に要する時間＋電話約款基本工事費の加算額（３，５００円）

イ：作業内容の確認及び調整で１回毎、１４，７４３円

本項アで規定される料金は、接続約款９２条の３（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場合の立入り）で定める指定事業者の立会要件に適合する作業１回毎に支払うこととされています。立会要件には、夜間休祭日、設備搬入などＮＴＴ設備に支障を及ぼす場合、無人局での作業などがあり、接続事業者にとっては度々支出を要する費用項目となりますので、負担軽減のために次の事項を要望いたします。

· 附則２条に定めている「立会費」の設定にあたっては、極力低廉化を図っていただきたい。

· 「立会に要する時間」とは、実際に工事現場に立ち会った時間とし、立会者が何らかの都合で現場を離れている時間は除外していただきたい。

· 「電話約款基本工事費の加算額」は、前述第３表（３）設備保守料によれば「派遣料」に相当する料金と推測いたします。無人局の場合を除き、指定事業者局内の作業ですので派遣料の支払を要するとは考えられません。つきましては、本額は支払不要としていただきたいと考えます。

５　別表３（様式）について

　別表３には、各種手続に係る様式が２９種類も定められており、種類が多すぎるというのが率直な感想です。接続における指定事業者／接続事業者双方の事務処理の簡素化という観点から、極力共通化を図っていただき、様式数を抑えていただきたいと考えます。

特に、接続事業者の立入／指定事業者の立会／工事・保守に係る立入に関する様式第６，２６，２８については、記載内容が同様ですので、「入館目的」の項目に例えば「工事・保守に係る立入り」である旨を記載することで、一つの様式に纏めていただきたいと考えます。

以　上

